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１．信用リスクの現状

信用リスクの現状：企業業績の改善等を背景に信用コスト実績は減少。

信用コスト率は、金融危機発生に伴う景気後退を受けて大幅に上昇した後、 2009 

年度は、貸出金償却の減少と貸倒引当金繰入の減少を主因に前年度比低下。

正常先から破綻懸念先以下への下方遷移（突然のデフォルト）の発生率が低下して

おり、不良債権比率、不良債権化率も抑制されている。

出所）日本銀行「金融システムレポート」ほか

（１）邦銀の信用リスクの現状と留意点

信用コストの推移 正常先から破綻懸念先以下への下方遷移率 不良債権比率と不良債権化率

(注1）直近は09年度。
(注2）不良債権化率＝新たに金融再生

法開示債権となった割合
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不良債権比率の落ち着き、不良債権化率の低下は、貸出条件緩和債権の要件見

直し（08/11月）、中小企業金融円滑化法（09/12月）等の措置や信用保証も寄

与。

− 信用保証協会による代位弁済比率（銀行の貸出残高に対する代位弁済額）は、頭打ちとなっている

が、依然高水準にある。

⇒ 信用リスクが蓄積されている可能性。

出所）日本銀行「金融システムレポート」

不良債権比率 保証協会の保証と代位弁済

大手行 地域銀行

注）対貸出残高比率。
資料）全国信用保証協会連合会、
日本銀行
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景気は緩やかに回復しつつあるが、経済の活動水準が低目であるため、中小企業
向けを中心に貸出債権の質の低下がみられる。

正常先債権の比率が減少、その他要注意債権の比率が上昇（特に地域銀行）
⇒ 正常先債権の質の低下が継続。

企業の債務返済能力を示す指標もばらつきが大きい。

雇用・所得環境が厳しい状況にあるなかで、住宅ローンのデフォルト率も上昇。

基礎的収益力の低下が続いている中、経済にショックが加われば収益を圧迫する
可能性がある。

出所）日本銀行「金融システムレポート」ほか
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地域における資金需要の伸び悩みが続く中、利鞘を巡る環境も引き

続き厳しい。

▽地域金融機関における信用コストの発生例

地元貸出の伸び悩みを補うべく県外貸出を推進したが、事前審査やモニタリン

グが不十分であったため、突発的な貸倒損失が増加

県内での融資推進を企図してより信用度の低い先への貸出を増やしたところ、

損失が増加

不動産融資や大口先への貸出増により多額の信用コストが発生

（２）地域金融機関の融資戦略に関連する信用リスク上の留意点

収
益
確
保

融資戦略上の対応を図る動き

他地域への進出拡大

地元の資金需要の一段の掘り起こし

より積極的なリスクテイク等

信用リスク管理が十分で

ない場合、こうした対応

が信用コストの追加発生

につながる恐れもある
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２．貸出ポートフォリオの信用リスクの把握・管理
に向けた対応

集中リスクの管理の強化
与信限度額管理の実効性確保・向上
信用VaRによる貸出ポートフォリオのULの把握

個別債務者のモニタリング強化
債務者実態の把握・予兆管理の強化等

住宅ローンのリスク管理強化

信用リスクに関するストレステストの実施
各種のシナリオ分析による貸出ポートフォリオのリスク
把握 ⇒ 自己資本への影響度の評価

損失発生時の
影響度評価

リスク管理強化の
具体策

①信用リスクに関する当面の留意点
－金融危機後の各種措置の影響や債務者の脆弱性

②融資戦略に関連する留意点
－地域経済の構造的な変化、融資戦略に基づく貸出構成の変化

将来の信用コスト増大
の恐れ

損失発生時の影響度評価の必要性：
損失発生時に自己資本の十分性は確保できるか？

リスク管理強化の具体策の検討・実施：
損失発生を極力抑えるにはどうすればいいか？

（本章で扱う内容）
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（１）信用リスクに関するストレステスト

①急激な景気後退などの影響を想定したストレスの設定

海外での金融・経済危機の発生、オイルショック等により国内景気が
急激に後退し、企業倒産の発生比率が大幅に上昇する

⇒倒産発生比率の上昇、一律ランクダウンなどを想定

②集中リスク等の顕在化を想定したストレスの設定

業況悪化から突発的な大口倒産が続出する（正常先および要注意先か
らの破綻増、県外大口与信先の倒産増、特定の貸出集中業種で大口倒
産増等）

⇒特定先・グループの破綻・ランクダウンを個別に想定

▽貸出に関して想定されるストレスシナリオの設定アプローチ

貸出ポートフォリオに内在する潜在的な懸念材料や貸出集中等のリスクが
顕在化した場合を想定し（ストレスシナリオ）、その影響度を計算する
（信用コストの見積り、自己資本の十分性確認等）。
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具体的なストレステストの実施例１

①倒産発生比率の引き上げ
急激な景気悪化による「過去最大級の倒産発生」を想定し、倒産発生比率を対
応する水準（直近実績の1.3倍）に設定（法人、個人とも）

②特定業種における倒産
県内不況業種（一般機械、金属等）のうち業績予想が2期連続赤字見通しの先が
倒産

③条件緩和債権等のランクダウン
要管理債権のうち基準変更時に格上げした先の50％を破綻懸念先に変更、さら
に破綻懸念先の未保全額上位20先を実破・破綻先に格下げ

④貸出集中先の倒産
貸出シェアの高い地元不動産業の大手先３社、建設業の１社が破綻

⑤地価の引き下げ（担保価値下落）
商業地▲35%、住宅地▲15%（県内の過去最大の年間下落幅の2倍）を想定し、
回収率低下に加算。

シナリオの調整：①の設定に、②～⑤に例示したストレスイベントの中
から蓋然性が比較的高いあるいは発生時の影響が大きいとみられるもの
を追加してストレスシナリオとする

⇒ 設定したシナリオのもとで信用コストの発生見積もり額を計算

▽ストレスイベントのアドホックな組み合わせによるシナリオ設定例
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具体的なストレステストの実施例２
▽マクロ経済ベースのシナリオ設定例

景気動向についてのストレス（急激な景気後退等）を想定し、各
種経済指標の変化・債務者への影響を統計的手法を用いて予想し、
信用コストの発生額を計算する。

①公的機関、外部エコノミスト等による経済見通し等を参考に、マクロ
経済ベース（GDP、株価等）のストレス発生を想定。

②各種経済指標（生産・出荷、雇用等の経済指標、商業地価格等）に及
ぼす影響を過去の経済データに基づく回帰分析等により定量的に把握。

③マクロベースのストレスに対応する各種経済指標の動きを計算し、こ
れを前提に格付遷移等を想定（大口先等重要先については個社ベース
での調整も適宜加える）、信用コスト全体の見通しを計算。

（例）

− アドホックなアプローチと比較して各設定項目間の整合性が取れるなどのメリットがあ
る反面、手法が複雑で導入・維持にはコストがかかる。

債務者への
影響

信用コスト
試算
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①金融機関固有のリスク要素の考慮

特定地域・業種・大口先への貸出集中、リスクテイクを重視した融資戦略
など金融機関の個別事情を十分に考慮する。

②フォワードルッキングな視点の重要性

地域の景気の急減速、特定業種・大口先の倒産増、リスクの高い業種への
貸出集中、企業の海外移転の加速など地域経済の構造変化の影響等、今後
生じる可能性の高い環境変化を視野に入れてシナリオを設定する。

③適切なストレスレベルの設定

シナリオにおけるストレスの大きさをどう設定するかについては、経営陣
とフロント、リスク管理部署など関連部署で議論を深めつつ、妥当なレベ
ルを探していく（リスク認識の共有）。

④ストレステストの経営への活用と整合的なシナリオ設定

融資戦略上、経営体力に比して妥当なリスクテイクとなっているかの確認
等、ストレステストの経営への活用を明確に意識し、それと整合的なシナ
リオの検討、絞り込みを行う。

ストレスシナリオ設定上の留意事項
ストレスシナリオ選択における組織内での議論

ストレスイベントの選定とストレスレベルの設定の両面で、経営陣とリ
スク管理部署、フロント部署との間で綿密な情報交換・議論を促すこと
が必要。シナリオ設定プロセスには経営陣の関与が必要。

▽シナリオを構築する上での具体的なチェックポイント
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（２）集中リスクの管理の強化

地域金融機関において債務者・業種別に設定した与信限度額が必
ずしも有効に機能していない場合もある。

［与信限度額が有効に機能していない例］

限度額を超過する与信が繰り返し実行されている（例外扱いの常態化）

格付別に設定された限度額を超過した先に対し個社別の枠設定がなされて
いた（安易な現状追認）

限度額超過状態にあるにもかかわらず与信削減プラン等の策定や個社別の
融資方針の再検討などの対応策がとられていない（対応方針不明）

経営体力を踏まえた適切な限度額設定がなされていない（限度額の検証が
不十分）

地域経済に根ざしたビジネスモデル

地域の産業構成を反映した貸出構成

特定先・業種への集中リ
スクが高まりやすい傾向

－やや長い目でみれば、貸出ポートフォリオの構成（業種・地域、大口先等）を変化させ、
集中度をコントロールしていくことも可能だが、こうした対応を短期間で行うのは困難

集中リスクの管理は地域金融機関にとって信用リスク管理上、容易で
はないが、極めて重要な課題

①与信限度額管理の実効性確保・向上
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与信限度額の遵守に向けた工夫

限度額超過が生じた場合の対応の明確化

［限度額超過を認める場合のチェックポイント］

－例外扱いが常態化していないか、超過を認める事由（特定大口先との取
引維持等）が適切か

－限度額超過を認めた場合の信用コスト、自己資本への影響度評価（経営
体力の範囲内にとどめる必要）

－超過先に対する今後の融資方針の定期的確認（信用リスク、採算面も含
めた総合的な検討を本部主導で組織的に行う）

［限度額超過を認めない場合の対応］

－具体的な与信削減計画を策定し、計画の実行状況を定期的にモニタリン
グしていく

▽与信限度額管理の徹底・実効性確保に向けた取り組みの例

経営体力と整合的な与信限度額の設定

与信限度額設定の枠組みが経営体力と見合ったものとなっているか

－ストレステストによる信用コスト見積り、ULシミュレーション等によ

り限度額の設定水準の妥当性を検証する
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貸出ポートフォリオ全体としての集中リスクの大きさを把握する
⇒ 信用VaRの計測（ポートフォリオベースのアプローチ）

信用VaRを用いるメリット：債務者の業況に影響を及ぼす地域の景気
動向について様々なシナリオを想定し、大口先を含む全債務者から発
生する損失（UL)を客観的に把握できる。

− 会計上の信用コスト見積もりでは、地域の景気動向に関する蓋然性の高い少数の
シナリオを想定して、大口先等からの損失発生を積み上げて計算することが多い。

信用VaRを用いたULシミュレーションで与信限度額の設定・運用の妥
当性検証を行うこと等も可能

限度額一杯まで貸出を増やした場合や限度額を超えて貸出を増やした場
合などについて、貸出全体のULがどの程度になるか把握しておく。

②信用VaRによる貸出ポートフォリオのULの把握
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急激な景気後退などの環境変化への機動的な対応
債務者の実態把握の難しさ
－条件緩和債権の要件に該当しない債務者までランクアップさせることにより、正
常先、要注意先に属する債務者の信用リスクが潜在的に高まっている恐れもある

（３）個別債務者のモニタリングの強化

債務者実態の把握・予兆管理の強化等による貸出集中業種、大口
貸出先等の個別債務者モニタリングの強化が必要

①債務者実態の把握強化・予兆管理の強化
債務者の業況・財務内容の実態把握の強化

－期中の業況フォロー、訪問等による各種定性情報の収集、資金繰り表・試算
表の分析、不良資産の洗い出し、格付の随時見直し等の強化・推進

企業格付・株価動向等の信用情報のモニタリング（各種外部情報を活用し
た複眼的なチェック）

資金使途・返済条件に関する継続的な確認

− 自行預金の動き等により債務者の流動性状況の変化を迅速に把握するなど、
債務者との取引を通じて得られる各種情報を包括的に活用。

業績悪化の兆候を察知し、リスク管理面で有効活用する枠組みの整備

（例）不動産価格の下落 ⇒ 不動産・建設業者（リスク要素に関連の深い業
種）に対するモニタリング強化、与信限度額見直し等
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②倒産事例の分析と審査・管理面への活用
過去に実際に発生した倒産事例の経緯、リスク管理上の問題点等を詳細
に分析し、その情報を今後の審査・管理面に反映させる（組織全体で経
験を共有する）。

− 県外貸出先の破綻増などに際しては、店長専決権限の減額などを通じて本
部の関与強化なども検討する余地あり。

③本部による営業店の指導・研修等
組織全体のリスクコミュニケーションの深化も重要。

［倒産事例分析におけるリスク管理面のレビュー項目の例］

事業計画の実現可能性の検証（ビジネスリスク評価）、償還能力の評
価等は十分できていたか

売掛金、未成工事、商品在庫等の把握は十分だったか

事業計画の進捗管理・計画からの乖離状況の分析は十分だったか

資金繰りの把握、資金使途の継続的確認は適切に行われていたか

債務者の業況変化に関する営業店・本部間など組織内の情報共有は適
切だったか

事前段階

中間管理段階
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住宅ローンについては、採算状況が厳しい中で、延滞率が上昇傾向にあるな
ど、リスク管理の強化に向けた取り組みが求められている。

（４）住宅ローンのリスク管理

▽住宅ローンのリスク管理強化に関する主なポイント

顧客属性データの蓄積・分析

住宅ローンのリスク分析・採算性評価

関連保証会社を含めた採算分析、金利低下時の借り換え・繰り上げ返済、金利上昇時
の変動⇒固定へのシフトなどの収益面への影響評価

分析結果の審査・管理への活用（審査体制の強化、スコアリングモデルの性能
改善等）

-400

-200

0

200

400

600

800

03 04 05 06 07 08

当初固定期間後
当初固定期間中
全期間

bp

年度

［採算性分析の一例］（融資全期間を通じた収益を割引現在価値に直して採算性を試算）

金融機関間の競争激化等に伴う優遇拡大等を背景に採
算は悪化傾向

当初固定期間終了後に借り換え増が生じたり、優遇金
利の適用対象の拡大などが生じれば、採算が一段と悪
化する可能性

出所）日本銀行試算

－試算方法の詳細は、日本銀行「金融システムレポート（2008年9月
号、P31）」の「Box 3 銀行の住宅ローンの採算性分析」を参照。

融資全期間を通じた住宅ローンの採算性試算
（地域銀行）

(＊)前提の置き方で試算結果は変わり得るので
幅を持ってみる必要。
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３．リスクコミュニケーション

経営陣

フロント部署
（リターン）

リスク管理部署
（リスク）

リスク要素・融資戦略等に関する
組織的なディスカッション

▽リスクコミュニケーションの深化に
向けた取り組みの例

定期・不定期の委員会等、組織内での信
用リスク管理に関する議論の活発化

専門的事項に関する文書化推進、情報共
有のシステム構築、良質なデータ・情報
の確保等。

経営陣とリスク管理部署、フロント部署との間で、融資戦略、集中リスク、
個別債務者の動向、その他の懸念材料等に関する議論を深め（左下図参

照）、リスク・リターンに関する共通認識を形成することが重要。

― 把握されたリスク情報を活用し、フォワード・ルッキングなリスク・コントロー
ルが可能な体制を整えていく必要。

近年、それぞれの組織文化に合った形で、リスクコミュニケーションの深
化に向けた様々な工夫がみられはじめている。
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（リスク管理部署の役割＜例＞）

① ストレステストの実施において、ストレスイベントの選定、スト
レスレベルの設定等に関して、経営陣やフロント部署との間での
綿密な情報交換・議論を促進する。

– ストレステストにおけるシナリオの検討・絞り込みのプロセスは、組織内におけるリ
スク認識の共有促進にも有効。

② 各種のリスク分析の結果をリスク・コントロールや事業・資本計
画に活用するように経営陣に働きかける。

– 信用VaR等のリスク量指標の効果的な活用促進、経営陣への効果的な説明・情報

提供などもリスク管理部署の重要な機能。

③ 与信集中リスクの管理の徹底に向けて、与信限度額管理の徹底・
実効性確保に向けた組織的な取り組みの促進、経営体力との整合
性確保に向けた対策を提案・検討する。

④ 個別債務者のモニタリングに関しては、債務者実態の把握強化・
予兆管理の強化、倒産事例の分析・審査面への応用等に向けて、
営業店も含めた組織的な体制整備・情報共有を促進する。
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（リスクコミュニケーションに関する具体的な工夫の例）

業種・個社への集中をどうしていくべきかというテーマについて、リスク管
理部署が中心となって様々なストレステストを実施。その結果をフロント
部署や経営陣との間で議論を始める具体的な契機として活用し、金融機
関全体での意識喚起を促した。

– 信用ポートフォリオ自体を大きく変えられないとしても、リスクに応じて金利面での対応
を考えるなど、リスクリターンのバランス改善に向けた議論の重要性が認識された。

月次開催のリスク管理委員会では、十分な時間が取れないため、専門的
な内容は議題とせず、信用リスクの現状評価等大きなテーマについて経
営陣を含めて広く認識を共有することを優先している。専門的なテーマに
ついては、別の委員会を設けて、与信集中リスクの問題や長期的な観点
から見た信用ポートフォリオの最適構成等について討議を行っている。

経営陣や、フロントなどの本部部署のみならず、営業店とのコミュニケー
ションも重要との認識のもと、営業店に対しても、リスク・リターンを考えて
営業を行うことの重要性を浸透させるべく、支店長会議等の場を通じて
認識の共有に向けて努力している。
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